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テキストボックス
資料２-１


テキストボックス
第６回　都市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇談会



✓全国エリアマネジメントネットワーク

2011年〜
・札幌、東京、名古屋、⼤阪、福岡のエリアマネジメント団体
が集まり、取組や悩み、課題を共有

2015年

・情報交換、意⾒交換の成果として書籍
を出版

・全国エリアマネジメントネットワーク設⽴準
備会を組織し、全国ネットワークの設⽴に
向けた議論をスタート

2016年

情報共有の継続

・全国エリアマネジメントネットワーク設⽴
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正会員⼩計 エリマネ団体

✓会員数の推移
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会⻑
（1 名）

出⼝ 敦⽒      【正会員（個⼈） 東京⼤学】

副会⻑
（3 名）

内川 亜紀⽒ 札幌駅前通まちづくり株式会社 【正会員（エリアマネジメント団体）】
⼤⾕ ⽂⼈⽒ ⼀般社団法⼈⼤阪梅⽥エリアマネジメント 【正会員（エリアマネジメント団体）】
後藤 太⼀⽒ 【正会員（個⼈）リージョンワークス合同会社】

幹事
（10 名）

臂 徹⽒ 株式会社キャッセン⼤船渡 【正会員（エリアマネジメント団体）】
⼟⽅ さやか⽒ 秋葉原タウンマネジメント株式会社 【正会員（エリアマネジメント団体）】
⼤原 ⼤志⽒ ⼀般社団法⼈⼤⼿町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 【正会員（エリアマネジメント団体）】
名畑 恵⽒        錦⼆丁⽬まちづくり協議会 【正会員（エリアマネジメント団体）】
⼊江 浩介⽒     ミナミまち育てネットワーク 【正会員（エリアマネジメント団体）】
吉⽥ 実⽒        広島駅周辺地区まちづくり協議会 【正会員（エリアマネジメント団体）】
内野 豊⾂⽒     博多まちづくり推進協議会 【正会員（エリアマネジメント団体）】
中 裕樹⽒        森ビル株式会社 【正会員（法⼈）】
嘉名 光市⽒ 【正会員（個⼈） ⼤阪公⽴⼤学】
宋 俊煥⽒       【正会員（個⼈） ⼭⼝⼤学】

監査役
（2 名）

丹⽻ 由佳理⽒   【正会員（個⼈） 東京都市⼤学】
園⽥ 康貴⽒      【正会員（個⼈） ⼀般財団法⼈森記念財団】
事務局︓
NPO 法⼈⼤丸有エリアマネジメント協会 / 株式会社フロントヤード / ⼀般財団法⼈森記念財団

✓役員構成
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エリアマネジメントの社会的な認知向上

エリアマネジメント団体のネットワーク・コミュニティの醸成

エリアマネジメント活動の深化・行政との対話・連携の場の構築

エリアマネジメントに関する各種情報提供やエリアマネジメント団体の強化

エリアマネジメントのプロフェッショナルとしての専門性・実務能力向上の機会
高める

✓活動⽅針
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エリアマネジメントの変遷
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エリマネ1.0

【1990〜】
官⺠でのビジョン共有とガイ

ドライン作成

エリマネ2.0 エリマネ3.0

⼤丸有まちづくりガイドライン

天神まちづくりガイドライン

【2000〜】
公的空間の利活⽤と賑わい

創出

公的空間の
充実

様々な社会実験
の実施

恒常的な空間活⽤

仲通りアーバンテラス
※空間活⽤の規制緩和も同時
に進む

【2020〜】
総合的なエリア経営の

担い⼿へ

コロナ禍

○賑わいをどう考え
ていくのか

○地域経済の再⽣
にどう取り組むか

活動の積み
重ね

空間の運営（利活⽤のみな
らずより⾼度な管理）

＋
営み創出

＋
社会課題解決

より本質的な活動を
模索

スマートシティ・DX 6



エリアマネジメントをどう理解するか
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多くの団体は協議機能と実⾏機能を持つ

・地権者組織である協議会（当初は任
意団体で現在は⼀社）がエリアのまち
づくり等の各種検討、協議を⾏い、⾏
政等と構成する懇談会で⽅向性の共
有を図る体制。
・具体の公共空間活⽤やイベント等の
運営は別途⽴ち上げたNPO法⼈や⼀
社が担う体制。

・新⻁通り沿道の地権者、借家、借地
権者等によって構成される協議会（任
意団体）がエリアのまちづくり等の各
種検討、協議、実施を⾏い、具体の事
業運営にあたっては、別途⽴ち上げた
⼀社が担う体制。
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エリアマネジメントの特徴は

エリア内の多様な主体との
協議・合意形成

エリアの価値を⾼める事業の推進
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ビジョニング アクション＋

エリアマネジメントにとって⼤事なこと

地域の⼈や企業を巻き込
んで議論や実践を⾏う
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エリアの個性を掘り下げ

質・価値を⾼める取組を実践する
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エリアマネジメント団体がやっていること

エリアマネジメント
活動・事業

地域のブランド形成
（将来像）

満⾜度

賑わい

安⼼感

快適性

多様なアクティビティ
（コミュニティ活動／経済活動）

エリア価値の向上

⼈・企業 投資・共感

⼈材空間

エリアマネ
ジメントの
関与

エリアビジョン

⽣み出す価値

思い
エリアにある空
間や⼈材、思い
というアセットを
活⽤して事業を
組み⽴て価値を
創出
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エリアマネジメントは都市の個性・質
の確保に向けた取組の検討・実践を
担う官⺠の間に位置するエージェント
として捉えられるのではないか
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エリアマネジメントの実態は︖
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n=36

出典：エリアマネジメントアンケート調査（全国エリアマネジメントネットワーク 2021）

■エリアマネジメント組織の⽀出

15



出典：エリアマネジメントアンケート調査（全国エリアマネジメントネットワーク 2021）

■エリアマネジメント組織の収⼊
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出典：エリアマネジメントアンケート調査（全国エリアマネジメントネットワーク 2021）

■エリアマネジメント組織構成
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■スタッフのバックグラウンド

出典：エリアマネジメントアンケート調査（全国エリアマネジメントネットワーク 2021）
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出典：エリアマネジメントアンケート調査（全国エリアマネジメントネットワーク 2021）

■エリアマネジメント組織の形態と設⽴年
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約10,270,000円

約74,150,000円

約2,820,140,000円
約14億〜約3.5億〜約14億約1.4億〜約3.5億約7千万〜約1.4億

約4.2千万〜約7千万〜約4.2千万

140円で計算NY市BID団体2022年度事業規模（76団体）

出典：FY22 NYCBID Trends Report（NYC Small Business Services 2022）
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NY市BID団体2022年度資⾦源構成
（76団体）

出典：FY22 NYCBID Trends Report（NYC Small Business Services 2022）
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NY市BID団体2022年度⽀出構成
（76団体）

出典：FY22 NYCBID Trends Report（NYC Small Business Services 2022）
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■北⽶BID組織CEOのバックグラウンド（学位）

出典：2019Staffing and Salary Survey（IDA 2019）
23



■北⽶BID組織における⼈材雇⽤の状況

出典：2019Staffing and Salary Survey（IDA 2019）
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■BID組織のスタッフ構成例（Milwaukee Downtown BID）

CEO

経済開発
ディレクター

公共空間
ディレクター

事務運営マ
ネージャー

マーケティング、
イベント、SNS
ディレクター

コミュニケーション
ディレクター

公共サービスの
スーパーバイザー

ホームレスアウト
リーチ

公共サービスの
ディレクター

清掃サービスの
ディレクター 25



【⽇本のエリマネ】

＜活動内容＞

・会費＋負担⾦（4割弱）
・事業収⼊＋補助
・⾒えない原資（構成メンバーの⼈的負
担）

※平均的には3,000万程の事業規模

＜活動原資＞

・賑わい創出
・コミュニティ形成
・まちづくりガイドライン等

【北⽶のBID】

＜活動内容＞

・BID税（多くの組織は8割程度）
・事業収⼊（タイムズスクエア等⼀部の
組織）

※平均的には1億円程の事業規模

＜活動原資＞

・防犯
・道路清掃
・マーケティング
・公的施設運営

＜⼈材＞ ＜⼈材＞
・無償兼任が多い
・不動産、建築、都市計画が中⼼
※平均的には10名弱

・基本的には組織として雇⽤
・多様なバックグラウンド
※平均的には10名強
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◆近年、⺠間が主体となって、賑わいの創出、公共空間の活⽤等を通じてエリアの価値を向上させるためのエリアマネ
ジメント活動の取組が拡⼤。

◆他⽅、エリアマネジメント活動では、安定的な活動財源の確保が課題。特に、エリアマネジメント活動による利益を
享受しつつも活動に要する費⽤を負担しないフリーライダーの問題を解決することが必要。
（⺠間団体による⾃主的な取組であるため、⺠間団体がフリーライダーから強制的に徴収を⾏うことは困難）

◆このため、海外におけるＢＩＤの取組事例等を参考とし、３分の２以上の事業者の同意を要件として、市町村が、エ
リアマネジメント団体が実施する地域再⽣に資するエリアマネジメント活動に要する費⽤を、その受益の限度におい
て活動区域内の受益者（事業者）から徴収し、これをエリアマネジメント団体に交付する官⺠連携の制度（地域再⽣
エリアマネジメント負担⾦制度）を創設し、地域再⽣に資するエリアマネジメント活動の推進を図る。

※ＢＩＤ･･･Business Improvement District。⽶国・英国等において⾏われている、主に商業地域において地区内の事業者等が組織や資⾦調達等に
ついて定め、地区の発展を⽬指して必要な事業を⾏う仕組み。

来訪者等の増加により事業機会の拡⼤や収益性の向上を図り、地域再⽣を実現

※３分の１超の事業者の同意に基づく計画期間中
の計画の取消等についても、併せて規定

イベントの開催 オープンスペースの活⽤

賑わいの創出に伴い必要となる
巡回警備

【制度の概要】【地域再⽣に資するエリアマネジメント活動】

⾃転⾞駐輪施設の設置

⑥
徴
収

③申請
（※３分の２以上の
同意が必要）

負担金条例

市町村

地域来訪者等利便増進
活動計画 （５年以内）

エリアマネジメント団体 （法人）

受益者（事業者）

（小売業者、サービス業者、不動産賃貸業者 等）

⑦
交
付

⑤制定

⑧エリアマネジメント活動
一定の地域

受
益
者
負
担
金

受
益
者
負
担
金

交
付
金

国 （内閣総理大臣）

地域再生計画①申請 ②認定

④認定
（※市町村議会の議決
を経る必要）

区域、活動内容、効果、
受益者、資金計画等を記載

平成３０年地域再生法改正関係
平成３０年６月１日公布・施行

地域の来訪者⼜は滞在者の利便の増進やその増加により経済効果の増進
を図り、地域における就業機会の創出や経済基盤の強化に資する活動

（例）
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アメリカ
（ニューヨーク市） イギリス ドイツ

（ハンブルク州）
⽇本（地域再⽣エリアマネ
ジメント負担⾦制度）

特徴

・公衆衛⽣の悪化や犯罪
増加等の課題への対処
を契機として開始された
経緯から、clean＆safe
を第⼀の⽬的として活動
しているケースが多い
（ＮＹ市では、清掃は
約9割、警備は約6割の
地域で実施）

・事業者の負担によっ
て実施されるため、
マーケティングやプロ
モーションなど、商業
活性化に対する投
資の側⾯が⽐較的
強い

・道路の歩⾏空間を拡
張した敷⽯の設置等、
街区管理という側⾯が
⽐較的強い
・判例法理により、税や
分担⾦ではない、特別
賦課⾦という形式を採
⽤

・地域の「稼ぐ⼒」を⾼め、
「⾃助の精神」に基づく地
域再⽣を実現するまちづく
り活動として位置付け

同意
⽔準 過半数

過半数
（投票総数と負担⾦
額の両⽅）

申請時︓15％以上の賛
成
公告縦覧⼿続時︓3分
の1以上の反対がない

3分の2以上

徴収の
対象 不動産所有者 事業者

（テナント） 不動産所有者

エリアマネジメント活動により
利益を受ける事業者
（例︓⼩売業者、サービス
業者、不動産賃貸業者
等）

徴収の
⽅法

資産税に上乗せして市が
負担⾦を徴収

事業所税に上乗せし
て市が負担⾦を徴収 市が賦課⾦を徴収 市町村が負担⾦を徴収

■各国のBID制度⽐較
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エリアマネジメントの課題は︖
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①背景認
識

・官⺠連携まちづくりの課題として「財源」と「⼈材確保」という点が常に指摘されているが、
課題の解像度が⾼まっていない。

・官⺠連携まちづくりの推進に向けた課題についてより解像度を⾼めると共に、必要な
政策制度について実務者と⾏政で議論する事が必要。

②狙い ✓官⺠連携まちづくり制度を各地で具体的にどう使いこなしているのかを共有
✓現状制度の改善や新たな政策制度の必要性について議論

③ゴール ・2年程度の活動とし、エリアマネジメントを中⼼とした官⺠連携まちづくりの政策制度
提案として取りまとめ

今年度

課題の抽出

制度の改善点

制度改善の深掘り

vol.1
2024年11⽉29⽇
参加者数︓86名

vol.2
2025年2⽉18⽇
参加者数︓24名

ex︓
都市再⽣推進法⼈制度

財源確保策
エリマネの推進プロセス

来年度

開催予定

■エリアマネジメント政策対話
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団体運営上の課題

資⾦⾯ ⼈材⾯

・⼈件費、家賃等⼀般管理
費的な費⽤が賄えていない

・新たな取り組みや団体として
の戦略、アーカイビングやレ
ポーティング等、経営企画的
な費⽤が賄えていない

プロジェクトベースでの資⾦
確保に留まっている

・兼任⼈材が多く継続的に係
わる専⾨⼈材が育ってきて
いない

・⼈材の領域の拡がりが薄い
状況となっている

団体経営に係わる⼈材の確
保が薄い現状にある
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✓制度に柔軟性が無く調整に時間とコストがかかる
・基準が曖昧、担当者の判断が強く影響
・クリアしなければならない法制度が多い
・負担⾦制度について使⽤⽤途が限られる
・⾏政間での連携不⾜や情報共有の不⾜

✓地域特性に応じたルール運⽤や基準づくりが必要
・都市部と地⽅で異なる制度設計を⾏い、それぞれの地域性に適合させる
・地域ごとの特性に応じた柔軟な運⽤と⾃治体間の連携促進

✓データを活⽤した効果の⾒える化が必要
・第三者評価制度や定期的な報告を導⼊し、信頼性を確保
・効果測定（例︓⼈流解析カメラの設置）や維持管理（草刈り費⽤など）のランニングコストが⾼く、エ
リマネ団体の負担増加が問題

✓情報共有と連携の基盤づくりが必要
・エリマネ団体と⾏政、企業が定期的に協議できる場を設置
・⾏政間、企業間での事例共有を促進
・担当者の専⾨性向上や情報共有のための会議体設置

✓エリマネと⾏政、地域での⽬的・⽅向性の明確化が必要
・エリマネの⽬的が明確化されていない
・地域の合意が得られない、クレームが出る
・⾏政の理解が不⾜している

取組実践上の課題
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エリアマネジメントの推進に向けた今後
の政策制度の論点
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視点1
エリマネ団体やその取組に対しての代表性や⽅向性の
共有を如何にして構築するか

視点2
公的空間やデジタル機器等のエリマネの各種事業に伴
うアセットを包括的に利活⽤する枠組みを組み⽴てられ
ないか

視点3
上記を前提としてエリマネに対する資⾦を公共、⺠間、
エリマネ団体独⾃でバランス良く組み⽴てられないか
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【視点1】

①エリマネの活動内容は地域ごとに「官⺠協調領域」として官⺠双⽅で策定する計画に
定義する

②都市再⽣推進法⼈の活動権限を強化するため推進法⼈の階層化する

③上記は⼀定の地域の代表性を持つ団体を対象とし、法制度に基づく協議会等（都
市再⽣や中活等）と関連させる

④上記はボードメンバー（外部理事等）に⾃治体を加えるなど、継続的な官⺠連携の
ベースとなるように意思決定への⾃治体の関与を原則とする
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【視点2】

⑤基礎⾃治体にワンストップ窓⼝を設け、上記エリマネ団体との⽇常的な対話を⾏う

⑥公的空間の管理にあたっての公共とエリマネ団体の役割を明確にした上で道路・公
園・広場・地下道・河川・公開空地などの公的空間の占⽤および使⽤（の調整）に
関する包括的な権限を付与する

【視点3】

⑦エリマネ活動の官⺠協調領域に対して、公的資⾦の拠出を検討すると共に⾃主事業
に取り組むことを認める

⑧都市計画法（あるいは都市再⽣特措法）における都市基盤施設にデジタル都市ア
セットを加える

⑨国、⾃治体、エリアマネジメント団体、有識者による官⺠連携まちづくりの政策に係る
継続的な対話の場を設ける
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各種システム等の設置許可
インフラとしての財源確保

施設設置
空間活⽤・スマートシティ運⽤

⾏政

認定都市再⽣推進法⼈
（エリアマネジメント団体）

モニタリング
フィードバック

空間活⽤・課
題解決・DX
等々の企画

⼀定の条件
の基に認定

エリアの都市経営に向けた官⺠の計画づくりと都市再⽣推進法⼈の強化

未来ビジョン
エリアマネジメント計画

⽬標設定
取組内容の位置付け
官⺠の役割分担設定

※都市再⽣整備計
画の活⽤も視野に

仮説1︓エリアマネジメントの推進に向けた計画と主体の関係性
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これからのまち、社会に
とって必要な新たなイン
フラとして財源を確保

＜ハード＞ ＜ソフト＞

サービス層に近い所につ
いて事業者側で確保

インフラのメンテナンス費
として公的な財源を確

保

①公的財源の活⽤
○都市再⽣整備計画および各種
補助事業（国交省の補助⾦
等を活⽤）

○都市計画税の活⽤（ただし、
恒常的な税投⼊には慎重な議
論が必要）

②⺠間資⾦の活⽤
○公共貢献としての資⾦拠出ス

キーム（都市再⽣事業の枠組
みを活⽤）

○官⺠連携によるファンド創設
（例えば⺠都によるスマートシ
ティに関連するファンド事業）

③収益事業の活⽤
○公共空間の収益化（データ活

⽤、広告、空間貸出等）
○サ ー ビ ス提供 に よ る 収益

（MaaS等のサービス、サブスク
リプション等）

公共空間での事業展
開による財源を確保

地域の価値を⾼めるための先⾏投資として
考える

地域の価値を⾼めるための必要経費として
考える

仮説2︓エリアマネジメントの資⾦確保の可能性
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活動状況 ＿ ④人材育成【支える】

開催日 2024年6月18日 (火) 11時30分〜18時30分

参加者数 27名（別途、登壇者6名、事務局2名）

開催形式 DMO東京丸の内

地域をどうしていくかを自ら考える力（リーダーシップ・地域とのコミュニケーション・コーディネート等）
を学ぶことを目的に経験豊富なエリマネ実践者の4名をメンターとし、インプットとディスカッションによる
講座を開催した。
今年度は「パイロット版」として実施し、ニーズや講座運営の課題を探ることも目的としている。

④-１：エリマネ講習会①

エリマネマインド養成講座 パイロット版

参考︓全国エリアマネジメントネットワークで⾏っている⼈材育成の取組
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開催日 2024年7月11日（木）〜12日（金）

参加者数 23名（別途、講師3名、事務局2名）

開催形式 DMO東京丸の内

プレイスメイキングをテーマにプレイスメイキング等、公共空間活用の概論
や法制度の解説、場のデザインのケーススタディを3名の専門家を講師に開
催した。

活動状況 ＿ ④人材育成【支える】

④-１：エリマネ講習会①

エリアマネジメント実務者研修＃01「プレイ
スメイキング 講座」
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大阪市におけるエリア

マネジメントの現状と課題

大阪市計画調整局 荒木 敏


テキストボックス
資料２-２


テキストボックス
第６回　都市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇談会
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大阪都心部における主なエリアマネジメント団体

梅田地区エリアマネジメント
実践連絡会

西梅田地区開発協議会

中之島ウエスト・エリア
プロモーション連絡会

御堂筋まちづくり
ネットワーク

御堂筋・長堀21世紀の会

ミナミまち育てネットワーク

天王寺・阿倍野ターミナル
連絡協議会

中之島まちみらい協議会

大阪ビジネスパーク協議会

船場倶楽部

ミナミ御堂筋の会

グランフロント
大阪TMO

うめきた
MMO

梅田１丁目
エリアマネジメント

西梅田地下道
管理協議会

大阪梅田
エリアマネジメント

4

エリアマネジメント活動に取り組む民間団体と大阪市により、大阪の資産価値向上と経済活性化のため、官民による新た

な公益性の創出、都市プロモーション活性化、安全安心のための情報ネットワークの構築、観光地域まちづくりの推進など、

実現性の高い仕組みづくりによる官民協働の都市経営の推進を目的として2017年１月設置

大阪エリアマネジメント活性化会議
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年度 地域再生エリアマネジメント負担金制度適用までの経緯

2018 地域再生法改正による負担金制度創設

2019 地域再生計画の認定

2020
制度導入に向けた社会実験（地方創生推進交付金を活用）

2021

2022 地域来訪者等利便増進活動計画の認定

2023 大阪駅周辺地区で適用開始（負担金条例施行）

大阪市のエリアマネジメント支援制度の沿革

6

年度 大阪版BID制度適用までの経緯

2012 大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域都市再生緊急整備協議会にてBID制度議論

2013
うめきた先行開発地区（グランフロント大阪）まちびらき
大阪版BID制度検討会

2014 大阪版BID制度創設（大阪市エリアマネジメント活動促進条例施行）

2015 うめきた先行開発地区（グランフロント大阪）で適用開始（分担金条例施行）

2015
国土交通省・総務省への提案・要望
法的な権限のもとで財源を確保できるBID制度の実現

2016

2017



大阪版BID制度検討過程①（財源）

7

特徴 課題

a.固定資産税
の
不均一課税

・企業誘致のための減免措置等

の活用事例は多い

・新たな制度設計が不要（地方

税法６条の適用）

・BID地区毎に税率や課税客体を変えるような柔軟な

運用(ex. 業態で税率を変える)が可能か？

・普通税であるため、超過徴収額を「BID活動のた

めに」など目的税的に使えるか？

b.都市計画税
・課税区域（市街化区域内）と実施

予定地区がマッチする

・BID地区毎に税率や課税客体を変えるような柔軟な

運用(ex. 業態で税率を変える)には法改正が必要

・目的税としての使途である都市計画事業にBID活動を位

置付けられるか？（現行法では非都市計画施設の維持管

理やプロモーションは読み取れない）

c.法定外

目的税

･地区ごとに税率や課税者、税

の使途を定めることが可能

（柔軟性が高い）

・課税客体・標準などについて新たな制度設計が必要

・BID活動の財源が大きくなると、住民負担が過重

となる。

d.地方自治法

／

分担金

･法的に税と同様の強制力を持つ

･徴収ルールの自由度が高い

・使途は自治体が行うべき事業に限定される

（法定外目的税より制約が強い）

⇒公共空間の整備、維持管理

分担金（地方自治法224条）を活用し、行政権限のもとで財源を確保



大阪版BID制度検討過程②（適用区域など）
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【適用区域】

都市利便増進協定（分担金徴収）の区域

都市利便増進施設 （街灯、ベンチ、食事施設、広告塔など）

【合意形成】

①複数の地権者等で構成される区域

②連担した区域

③概ね３ha以上の区域

地域の地権者等の全員合意が必要

→法的には、区域内の地権者等の「相当数の同意」で都市利便増進協定を締結することが可能であるが、

円滑な制度運営のため、分担金の負担者となる地権者等の全員の合意が必要

【分担金の使途】

・都市利便増進施設の整備又は維持管理で、公共性があって、負担者の受益につながる事業

・収益事業は対象外
→地方自治法上の分担金の使途要件を厳格に運用

→エリアマネジメントにより運営する区域は一定の広さが必要



大阪市エリアマネジメント活動促進制度（大阪版BID制度）

9

【区域イメージ】地区計画、都市再生整備計画の区域 都市利便増進協定（分担金徴収）の区域

活性化に資する施設＝都市利便増進施設
  （ベンチ、街灯、案内板、広告塔など）

水準を上回る整備

(エリマネ団体）

ベーシックな整備
（行政） 公共空間の

維持・管理

（エリマネ団体） 民間団体
（都市再生推進法人）

＜大阪版BID制度の流れ＞

自主
財源

分担金

補助金

補助金収益
（大）

大 阪 市 公物管理者

自主財源での

収益イベント等

公共施設の
高質管理を含む
公共的事業

地 権 者

✓ 既存の法制度をパッケージ化したもので、エリアの地権者等から大阪市が分担金を徴収し、
活動原資の補助金としてエリアマネジメント団体に交付するもの

（地方自治法）

Ａ自主財源
・巡回バス
・イベント等

Ｂ自主財源
・オープンカフェ
・広告

Ｃ分担金
・歩道の維持管理 等
（高質な維持管理） A CB

道路占用料の
100%免除

（インセンティブ）

都市利便増進協定（法定）



10

グランフロント大阪TMOの活動概要

【分担金で行う事業(例)】 …歩道の管理など

施設の点検

清 掃放置自転車対策

巡 回

オープンカフェ

広 告

【自主財源で行う事業(例)】

…収益事業など



地域再生エリアマネジメント負担金制度
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■ 地域再生エリアマネジメント負担金制度の流れ

出典：内閣府資料

■ 大阪駅周辺地区地域来訪者等利便増進活動計画

【認定地域再生計画】
大阪市地域再生エリアマネジメント計画

【活動計画認定団体】
一般社団法人 大阪梅田エリアマネジメント

【活動の目標】
消費活動の活性化及びエリアの魅力向上

2023.4.1～2027.3.31（４年間）

活動内容（イベント内容） ※10月ごろの１か月間実施

健康増進イベント「梅田あるくフェス」の実施

（１）健康をテーマとした「運動」「食」「心」にまつわる出店
①JR大阪駅（大阪ステーションシティ）付近
「運動」「身体」の健康をテーマとした体験型コンテンツ
②阪急うめだ本店（大阪梅田ツインタワーズ・ノース）付近
②「食」の健康をテーマとした楽しめるコンテンツ
③阪神梅田本店（大阪梅田ツインタワーズ・サウス）付近
「心」の健康をテーマとした体験型コンテンツ

（２）まち巡りラリー（回遊促進施策）
各会場のポイントを巡るデジタルスタンプラリー



梅田あるくフェス2024
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梅田あるくフェス2024
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項目 大阪版ＢＩＤ制度
地域再生エリアマネジメント

負担金制度

根拠法令
大阪市エリアマネジメント

活動促進条例
（都市計画法、地方自治法、都市再生特別措置法）

地域再生法

補助対象事業
ハード系

（公共施設の維持管理経費）

ソフト系（イベントの開催経費等）
ハード系（施設維持管理）も可
※受益を算定できる事業に限定

エリマネ活動の
実施主体

都市再生推進法人 法人

負担者 土地所有者等
小売・サービス事業者、
不動産貸付事業者 など

合意形成
全員同意（都市利便増進協定）

※協定が締結できなければ、制度を活用
できない

受益事業者の２/３の同意
（議会議決が必要）

道路占用許可の
特例

あり
※独自の占用料免除規定あり

なし

※道路を占用したい場合は、別途既存制度の
活用が必要

地区計画の方針 必要 不要

大阪版BID制度と地域再生エリアマネジメント負担金制度の比較

15



大阪版BID制度の現状

16

【使途制限】
✓ 分担金の使途は、自治体が実施すべき
公共性の高い事業に限定される

⇒プロモーションやマーケティング等の事業
費に活用できない（道路等の公共空間

   の維持管理費用のみに充当）
【合意形成】
✓ 分担金を徴収する土地所有者等の全員
の同意が必要（都市利便増進協定の
締結）

【エリア価値向上】

✓ 官民連携による一体的な公共空間の管
理により、エリア全体の付加価値向上
（公示地価）

【継続的な活動に向けた財源】
✓ エリマネ活動の安定的な財源の確保

✓ 制度適用による道路占用料100%免除
による自主財源の確保

メリット デメリット

✓ 大阪版BID制度は、制度構築から10年が経過したが、うめきた先行開発地区及び２期地
区（R10からの適用に向けて調整中）のほかに、活用事例が広がる見込みがない

✓ 本制度を活用するグランフロント大阪TMOによると、道路占用料の免除というメリットはあるが、
使途制限が大きなデメリットであるとのこと

経常費用

自主財源事業
（イベント実施、オープンカフェ、広告等）

■グランフロント大阪TMOの活動費用の大半は、BID制度以外の自主財源によるもの 分担金対象事業
（清掃、放置自
転車対策、施設
点検、巡回等）



地域再生エリアマネジメント負担金制度の現状

17

【受益の推定】
✓ 活動計画作成までの社会実験等の工程
に負担大（人員、資金、時間）

✓ あくまで受益は推定値であり、負担者の
合意が得られにくい

✓ 貨幣換算が難しいエリマネ活動の受益推
定が困難（≠事業費ベース）

【合意形成】
✓ 反対者がいる状況下では現実的に実施
困難

【制度】

✓ エリマネ活動支援を目的とした個別法によ
る徴収（負担金）制度

【エリア価値向上】

✓ （受益を算定できる）ソフト系事業も補
助対象

【合意】

✓ 受益者の３分の２の合意で計画の認定
申請が可能

メリット デメリット



制度の課題①
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資金フローから見ると…

地権者、不動産貸付事業者等の分担金が、地権者、不動産貸付事業者等で構成されるエリ

アマネジメント団体に交付されている実態であり、地権者、不動産貸付事業者等にとっては財政

的なメリットはない（ニューヨークのＢＩＤ制度も同様）

会費か分担金
（負担金）のどちら
の名目で拠出するか
にすぎない

大阪版BID制度
地域再生エリアマネジメント負担金制度



制度の課題②
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資金調達の面から見ると…

ニューヨーク市ＢＩＤ 地域再生エリマネ 大阪版ＢＩＤ

同意水準 概ね過半数＊ ２／３以上 全員合意

徴収方法
資産税に上乗せして
市が負担金を徴収

市町村が負担金を徴収 大阪市が分担金を徴収

〇ニューヨークでは、徴税ノウハウを持つ行政が反対者からも負担金を徴収するため、

ＢＩＤ団体は安定的な財源のもとでエリマネ活動に専念できる

〇大阪版BIDでは、全員合意のもとでのエリマネ活動になるため、労せずに分担金を徴収できる

※地域再生エリアマネジメント負担金制度においても、反対者がいる状況下では実施困難なため、

全員合意できるエリアのみでの運用実態となっている

⇒エリアマネジメント団体にとって資金調達を大阪市に任せるメリットは小さい

＊地区により異なる
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制度の課題（まとめ）

大阪版BID制度
（地方自治法に基づく分担金）

地域再生エリアマネジメント
負担金制度

使途制限 対象事業は行政サービスに準ずる高い
公共性が求められる

エリアマネジメント活動が対象
※受益を算定できる事業に限定

受益と負担 波及効果等により受ける利益も含めて
広く捉え、事業費ベースで分担金を徴収

社会実験等から厳格に受益を算定し、
受益の範囲内で負担金を徴収

合意形成 受益者（地権者等）全員合意による
都市利便増進協定の下、制度を運用

利便増進活動計画の認定申請は受益
者の2/3以上の同意で可能

（実態としては全員合意できるエリアで実施）

分担金、負担金の枠組みでは、使途が限定され、自由度の高い財源になり得ない

※BID制度が盛んなニューヨークでは、BID団体は、資産税の上乗せ税を使途を限定せずエリアマネジメ
ント活動に活用することができ（目的税に類似）、収益事業の展開によって自主財源を獲得している



公共性の解釈に係る検討（大阪版BID制度）
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公共空間の管理者である行政が行うべき
業務の延長線上にある事業
⇒「営利性を持ちうる施設」が対象となる
事業は、事業内容に公共性が認められて
も、間接的に収益を生み出してしまうため、
分担金の対象とならない

都市の居住者等の利便の増進に寄与する
施設
⇒地域のにぎわい・環境の向上に資する
施設として「営利性を持ちうる施設」も含ま
れる

分担金事業の対象となる
「公共性の高い」施設

都市利便増進施設

相 違

公共性の
考え方

✓ 自主財源獲得の原資とできるように、分担金における公共性の解釈の拡大について検討

現行法制度上、使途拡大は困難

オープンカフェ 広 告



活動財源の確保に向けて①
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公益法人における税制優遇に類似した
制度の構築
（ex）収益事業に属する資産のうち、そ
の収益事業以外でエリアマネジメント（≒
公益目的）事業に該当するために支出
した金額は、収益事業に係る寄附金の額
とみなして、一定の金額の範囲内（割
合）で損金算入

✓ 都市再生推進法人の中でも特に高いガバナンス等を有する団体を指定し、公益法人のみな
し寄附に類似したインセンティブを加える制度を検討できないか

都市再生推進法人

（案）新・都市再生推進法人

特に高いガバナンス等
を有する団体を指定

その他
経費

大阪版
BID認定
事業

損金算入
損金算入

利益

損金算入

損金算入分
利益が圧縮
され、課税対
象額が減少
↓
法人税等の
負担軽減

売上
経費

収益
事業

収益事業
会計資産

経費

（案）新・都市再生推進法人



活動財源の確保に向けて②
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✓ 現在、エリマネ団体が公共空間を活用する場合、ほこみち制度や都市再生整備計画におけ
る特例道路占用によらなければ、無余地性が求められ、道路占用料が発生する

✓ エリマネ団体への支援制度である地域再生エリアマネジメント負担金制度において、自主事
業による財源獲得を円滑に実施するため、公共空間利活用に関して、インセンティブを加え
る制度を検討できないか

オープンカフェ等

無余地性

イベント

道路占用料

収益活動に資するポテン
シャルの高い公共空間を
活用可能

道路占用料分
自主財源として活用可能

更なる自主財源の獲得により
エリマネ活動の充実へ
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～～ ご清聴ありがとうございました ～～

２７



2025年3月17日
一般財団法人 民間都市開発推進機構

まちづくりを支える金融支援

0

私たちは、まちづくりのパートナーとして、安定的な資金支援を通じ、「魅力あるまち」の実現に貢献します。


テキストボックス
資料２-３


テキストボックス
第６回　都市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇談会



民間都市開発推進機構（MINTO機構）とは

1

○民間都市開発の推進に関する特別措置法(S62法第62号)に基づき国土交通大臣に指定された一般
財団法人。
※目的：良好な民間都市開発事業を推進し、良好な市街地形成と都市機能の維持及び増進を図り、地域社会の健全な発展に寄与すること

○都市再生特別措置法（H14法第22号、H17改正法第34号）などに基づき、優良な民間都市開発
事業に対して、国からの補助金や政府保証債等を活用して長期の金融支援（出資・融資）を行う。

○大都市における先導的な施設から、地方の中心となる都市でのまちづくり、規模の小さい身近な
まちづくり事業まで、全国各都市における大小様々な規模（数百億円～数百万円）の多種多様なま
ちづくり支援が可能。

○今日まで、全国47都道府県すべてで支援の実績があり、支援した事業は累計約1,400件、
支援総額約1兆9,000億円。

民都機構概要
一般財団法人 民間都市開発推進機構名 称
東京都江東区豊洲三丁目3番3号 豊洲センタービル8F所在地

昭和62年10月1日 設立
平成25年4月1日一般財団法人へ移行

設立等年月日

花岡 洋文理事長
56億円基本財産
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まちづくりにおける金融支援イメージとMINTO機構の支援メニュー

シニア

メザニン

エクイティ

リスク大
金利高

リスク小
金利低

金融
機関

リース
会社等

事業者・
投資ファンド

【まちづくりにおける金融支援イメージ】

≒融資

≒資本

【MINTO機構の支援メニュー】
共同型

都市再構築業務

クラウドファンディング活用型
まちづくりファンド支援業務

マネジメント型
まちづくりファンド支援業務【社債取得】

老朽ストック活用リノベーション型
まちづくりファンド支援業務【社債取得】

共同事業者として長期の固定金
利による資金を供給

まちなか公共空間等
活用支援業務

まちなかで賑わいある交流・滞在空間
を形成する事業を行う都市再生推進
法人に低利資金貸付を行う

グリーンアセット等整備支援業
務（メザニン支援）

主に大都市圏の大型プロジェクト
にミドルリスク資金を供給

まち再生出資・社債取得業務
【優先株・匿名組合出資】

主に地方都市のプロジェクトに対
して出資・社債取得による支援を
行う

まち再生出資・社債取得業務
【社債取得】

地域金融機関と共にファンドを組
成し、そのファンドから民間のまち
づくり事業に出資等を行う

マネジメント型
まちづくりファンド支援業務
【優先株・匿名組合出資】

老朽ストック活用リノベーション型
まちづくりファンド支援業務
【優先株・匿名組合出資】

地域金融機関と共にファンドを組
成し、そのファンドから民間のまち
づくり事業に出資等を行う

地方公共団体等と共に資金拠出したフ
ァンドから、クラウドファンディングを活用し
た民間のまちづくり事業等に助成

助
成
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【MINTO機構の役割】

政策的意義が高い一方、需要の制約や経済環境の変動幅の大きい中での低収益・小規模事業は、
十分なエクイティ資金を調達することが困難。
⇒公益性とリスクとをぎりぎりの水準で両立させる形で支援を進めることが必要。

（役割）
○MINTO機構の出資（まち再生出資業務等）により事業を下支えすることで民間資金の呼び水の役割を
果たす。

【主に地方都市の案件】

民間都市開発推進機構（MINTO機構）の役割

民間事業者による大規模な新規・更新プロジェクトは、数十年単位の安定的な事業運営を前提。
⇒自己資金に加え、超長期（10年・20年）の融資に対するニーズが高い。

（役割）
○民間金融機関では対応が難しい時間リスクに対し、長期資金支援が可能なMINTO機構の融資（メザニ
ン支援業務（※）等）に対する支援要望は強い。

【主に大都市の案件】

（※）都市再生緊急整備地域内などの国が認定した優良なプロジェクトを対象とし、環境要件が特に優れたものには20年超も可。
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メザニン支援業務の実績1/2（東京都内）
東京都内 8件（R6.12末現在 緑色塗り箇所）

国土交通省資料を基に民都機構にて加工・作成
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メザニン支援業務の実績2/2（東京都以外）

国土交通省資料を基に民都機構にて加工・作成

東京都以外 4件（R6.12末現在 緑色塗り箇所）
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共同型都市再構築業務の実績

ユトリア博多（福岡県福岡市）

（仮称）日本橋１丁目プロジェクト（東京都中央区）

ダイナベース建設計画（東京都大田区）

浅草二丁目プロジェクト（東京都台東区）

東京流通センター物流ビルＢ棟建替計画
（東京都大田区）

イオンモール常滑（愛知県常滑市）

さいたま新都心 介護付有料老人ホーム・サービス付き
高齢者向け住宅整備計画（埼玉県さいたま市）

（仮称）さいたま新都心第二期開発計画 商業棟新築
工事（埼玉県さいたま市）

広島マツダ大手町ビル改修工事（広島県広島市）

本町サンケイビル（大阪府大阪市）

兜町７地区計画（東京都中央区）

JWマリオットホテル奈良計画（奈良県奈良区）

京都四條南座耐震改修計画（京都府京都市）

（仮称）目黒区青葉台４丁目計画（東京都目黒区）

ふかや花園プレミアム・アウトレット建設計画
（埼玉県深谷市）

（仮称）西麻布六本木通りビル建替計画（東京都港区）

JMT葛西A棟（東京都江戸川区）

北大阪トラックターミナル新棟建設計画
（大阪府茨木市） JMT板橋新3・4・7号棟（西棟）建設計画

（東京都板橋区）

（仮称）兜町12プロジェクト（東京都中央区）

全体で２０件（R6.12末時点）

都内



東北

北海道

関東

北陸
信越

中国

東海

近畿

四国

九州

・百代リニューアル計画（青森県）
・仙台ファーストタワー（宮城県）
・仙台うみの杜水族館（宮城県）
・いわき駅前地区第一種市街地再開発事業(福島県)
・オガールプラザ（岩手県）
・大船渡温泉（岩手県）
・オガールセンター（岩手県）

・東京第一ホテル鶴岡他改修事業（山形県）

・飯田市橋南第二地区第一種市街地再開発事業（長野県）
・武蔵ヶ辻第四地区第一種市街地再開発事業（石川県）
・片山津温泉ながやま（石川県）
・山代温泉山下家（石川県）
・総曲輪通り南地区第一種市街地再開発事業（富山県）
・魚津商工会議所ビル（富山県）
・氷見市“ひみ番屋街･総湯”（富山県）
・飯田“りんご並木横丁”（長野県）
・片町A地区第一種市街地再開発事業（石川県）
・小松駅南ブロック複合施設建設事業（石川県）
・飯田駅前旧ピアゴ跡地整備（長野県）

・アパートメンツタワー勝どき（東京都）
・篠崎ツインプレイス（東京都）
・東京スカイツリー（東京都）
・鴻巣駅東口Ａ地区第一種市街地再開発事業（埼玉県）
・中野セントラルパーク（東京都）
・SMARK伊勢崎（群馬県）

・ホテルグリーンコア坂東（茨城県）

・神戸低侵襲がん医療センター（兵庫県）
・ホテルWBFグランデ関西エアポート計画（大阪府）
・大正リバービレッジプロジェクト（大阪府）
・旧奈良監獄保存活用（奈良県）
・京都三条河原町プロジェクト（京都府）

・恋しき保存再生計画（広島県）
・若草町地区再開発事業（広島県）
・東桜町地区第一種市街地再開発事業（広島県）
・“ONOMICHI U2”県営上屋2号再生事業（広島県）
・新津山国際ホテル建設事業（岡山県）
・広島市富士見町地区フルサービスホテル建設プロジェクト（広島県）
・（仮称）瀬戸田ホテル建設計画（広島県）
・（仮称）宮島口西1丁目ホテル計画（広島県）

・磐田駅前地区第一種市街地再開発事業（静岡県）
・日本平ホテル（静岡県）
・豊田市駅前通り南地区第一種市街地再開発事業（愛知県）
・名古屋インターシティ（愛知県）
・掛川駅前東街区第一種市街地再開発事業（静岡県）
・名古屋テレビ塔全体改修工事（愛知県）

・宮崎駅西口拠点整備事業（宮崎県）
・天文館シネマパラダイス（鹿児島県）
・熊本城桜の馬場“城彩苑”（熊本県）
・九州国際重粒子線がん治療センター(ｻｶﾞﾊｲﾏｯﾄ)（佐賀県）
・栄・常盤地区第一種市街地再開発事業（長崎県）
・タンガテーブルプロジェクト（福岡県）
・オン・ザ・ルーフビルディングリノベーション計画(佐賀県)
・旧鹿屋市立菅原小学校活用ユクサおおすみ海の学校設立計画(鹿児島県)
・舞鶴オフィスプロジェクト（福岡県）

・牧志・安里地区第一種市街地再開発事業（沖縄県）

・松山市“お城下パーキング2番町”（愛媛県）

全支援事例 58件（出資累計：約479億円）
（R6.12末時点）

・新函館北斗駅前ビル（北海道）
・北海道ボールパーク（仮称）建設計画（北海道）

まち再生出資・社債取得業務の実績
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青森 秋田青森銀行
弘前市

山形秋田信金
秋田市

新庄信金
新庄市

長野 松本信金
松本市

上田信金
小諸市

長野県信組
塩尻市

長野信金
長野市

群馬 しののめ信金
前橋市

桐生信金
桐生市

埼玉 埼玉縣信金
草加市

茨城 結城信金
結城市

富山 新湊信金
射水市

氷見伏木信金
氷見市

静岡

三島信金
三島市

沼津信金
沼津市

富士信金
富士市

岐阜

十六銀行
岐阜市

東濃信金
多治見市

高山信金
高山市

兵庫 西兵庫信金
宍粟市

但馬信金
豊岡市

大阪 大阪シティ信金
中央区

京都
京都北都信金
福知山市

京都銀行
宇治市

和歌山 きのくに信金
和歌山市

愛媛 伊予銀行
大洲市

東北エリア

東京 城北信金
北区

亀有信金
葛飾区

足立成和信金
足立区

朝日信金
台東区

関東・甲信越エリア 北陸・東海エリア

近畿エリア

四国エリア

中国エリア

山口 萩山口信金
山口市

山口銀行
長門市

岡山 備前日生信金
瀬戸内市

九州エリア

熊本
熊本銀行
熊本市

福岡 筑後信金
久留米市

島根 島根銀行
松江市

都道府県名
金融機関名
対象エリア（1エリアのみ記載）
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マネジメント型まちづくりファンドの実績

全体で３６件組成（R6.12末時点）
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ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ活用型・老朽ｽﾄｯｸ活用型まちづくりﾌｧﾝﾄﾞ、まちなか公共空間等活用支援事業の実績

むつ松木屋商業施設ウォーカブ
ル改修事業［田名部まちづくり
㈱（現 むつまちづくり㈱）］
【青森県むつ市】

西山別館整備事業［（株）せと
うち旅館］【広島県尾道市】

ランドバンクエリア再生事業フ
ァンド［NPOかみのやまランド
バンク］【山形県上山市】

足利市まちづくり民間活力応援
ファンド［足利市］【栃木県足
利市】

前橋市アーバンデザインファン
ド［前橋市］≪共助推進型≫
【群馬県前橋市】

市民財団まちづくりファンド［(
公財)小松まちづくり市民財団］
【石川県小松市】

地域活性化施設等整備基金［瑞
浪市］【岐阜県瑞浪市】

瀬戸市クラウドファンディング
活用事業支援基金［瀬戸市］
【愛知県瀬戸市】

なごや歴史まちづくり基金
［(公財)名古屋まちづくり公社
］【愛知県名古屋市】

中川運河再生ファンド［(公財)
名古屋まちづくり公社］≪共助
推進型≫【愛知県名古屋市】志摩市まちづくりクラウドファ

ンディング活用支援基金［志摩
市］【三重県志摩市】

未来ファンドおうみ［(公財)淡
海文化振興財団］【滋賀県】

京町家まちづくりクラウドファ
ンディング支援基金
［(公財)京都市景観・まちづく
りセンター］【京都府京都市】

２１世紀松山創造基金
［松山市］【愛媛県松山市】

うきは市ふるさと創生基金［う
きは市］【福岡県うきは市】

上天草市まちづくり事業推進基
金［上天草市］【熊本県上天草
市】

佐伯市市街地民間活力応援基金
［佐伯市］【大分県佐伯市】

凡例：CFファンド名称［ファンドの
設置団体］【助成対象地域】

凡例：まちなか公共事業名称［貸付
先都市再生推進法人］【事業地】

つくばセンタービル整備事業
［つくばまちなかデザイン㈱］
【茨城県つくば市】

御所SENTO HOTEL整備事業［(株
)御所まちづくり］【奈良県御所
市】

豊田市エリアマネジメントサロ
ン整備事業［(一社)ＴＣＣＭ］
【愛知県豊田市】

古民家宿泊施設整備事業（第
2期・第3期）［（株）NOTE
伊賀上野］【三重県伊賀市】

老朽ストック活用型リノベーション等推進型実績 5件（R6.12末現在）
まちなか公共空間等活用支援業務実績 ２件（R6.12末現在）

クラウドファンディング活用型まちづくりファンド組成実績 15件（R6.12末現在）

凡例：老朽ストック事業名称［事業
者］【事業地】



MINTO機構による支援事例１
【大都市～地方の中心となる都市におけるまちづくりへの支援例①】

10
東京都豊島区・東京建物㈱
（H30.3）

所在地・支援先
（支援時期）

Hareza池袋
〇豊島区庁舎跡地・豊島公会堂跡地を活用し、業務機
能と文化機能を核とした新たなビジネス・文化・賑わ
いの拠点を整備。

○Harezaを中心とし賑わいの創出や広域的に地元と
連携しエリアマネジメントを実施。産官学民が一体と
なってまちづくりを推進する共同体“池袋エリアプラッ
トフォーム”を組織し、未来ビジョンとしている“ウォー
カブルなまち”を目指す。

○開発段階においてメザニンに対する融資を行い、資
金調達の円滑化とプロジェクトの安定的遂行に寄与。

メザニン融資

ビジネスセンター外観 ビジネスセンター内部（1F～B１F）

○大都市や地方の中心となる都市において、当該地域のみならず、周辺の地域も含めた活性化につな
がるまちづくりの取組等に対し、支援を行っている。

天神ビジネスセンター
〇都市機能を強化し、新たな空間と雇用を創出する
「天神ビッグバン」の１号案件・中核事業として、機能
性や災害対応力の高いオフィスビルへ建替え。

○市役所や天神駅に直結する地下通路を整備するな
ど、歩行者ネットワーク・滞在空間を強化し、回遊性
の向上を図る。

○民間金融機関からは調達しにくいメザニンに対する
融資を行い、事業立上げを支援。

メザニン融資

ビジネスセンター外観
ビジネスセンター内部（1F～B１F）

外観 因幡町通り地下通路外観イベントの様子

福岡県福岡市・福岡地所㈱
（H30.12）

所在地・支援先
（支援時期）
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MINTO機構による支援事例２

京都四條南座
○築88年が経過した建物（国の登録有形文化財）につ
いて、耐震性の向上を主体とした改修工事および設
備更新を行う。

○地域のシンボルとなっている外観を維持しつつ、歌
舞伎の歴史と伝統を受け継ぐ劇場を再生。

○安定的に事業を実施するための長期資金ニーズに
対応。

共同型融資

【大都市～地方の中心となる都市におけるまちづくりへの支援例②】
北海道ボールパーク
〇「球場を核としたまちづくり」をテーマに、官民が連携
（北広島市、ファイターズ スポーツ＆エンターテイン
メントと連携して取組み、民都は出資）し、北海道の
シンボルとなる広域交流拠点を整備。

○ボールパーク（R５年３月開業）は、野球場としての
利用のみならず、夏だけでなく冬もイベント等で賑わ
いを創出。
また、北広島駅西口の整備（ホテルを含む複合商
業施設、令和７年３月開業予定）、北広公園リニュー
アル、新駅整備（令和１０年開業予定）、大学の移転
（令和１０年３月）など、まちづくりが進展。

まち再生出資

ボールパークボールパーク

外観

北海道北広島市
・㈱ファイターズ スポーツ＆エンターテイメント
（R2.1）

所在地・支援先
（支援時期）

京都府京都市
・松竹㈱
（H30.3）

所在地・支援先
（支援時期）

劇場
ボールパークボールパーク

©H.N.F.©H.N.F.
俯瞰図

FビレッジのWIND PLAZAにて開催
されたWATER PARKの様子



小松駅南ブロック複合施設

MINTO機構による支援事例３
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○JR小松駅前の百貨店跡の市有地を活用し、ホテル・

大学・子育て支援施設等を整備。市内・周辺地域の企

業関係の宿泊需要に応えるとともに、公立４年制大学

の誘致等により、交流人口拡大、賑わい再生を図る。

○市有地を借地した事業であり担保力に限界がある中、

リスクの高い地方都市の不動産開発事業の安定性を

向上させ、融資に対する呼び水効果を発揮。

○小松駅周辺では、CF活用型まちづくりファンド支援業

務も用いて「にぎわいのある街」を創出。

○

熊本城桜の馬場「桜の小路」
〇熊本城復元及び周辺環境整備事業の一環として、
熊本城に隣接する都市公園区域内に、肥後の食と
モノづくりをテーマとした物販・飲食施設を整備。
歴史文化体験施設（PFI事業）と同時に整備し、
九州新幹線の開業効果もあり観光客増にも貢献。

○地元の企業10社とともに出資し、迅速に事業を立
上げ。

桜の小路

まち再生出資

【地方の都市におけるまちづくりへの支援例①】
○地方都市において、まちの顔づくりや商業施設・公益施設の更新、交流拠点の創出等の取組に
対し、支援を行っている。

まち再生出資

Komatsu A×Z Square 子育て支援施設 桜の小道外観

石川県小松市
・合同会社青山ライフプロモーション （H29.2）

所在地・支援先
（支援時期）

熊本県熊本市
・熊本城桜の馬場リテール㈱ （H22.8）

所在地・支援先
（支援時期）



【地方の都市におけるまちづくりへの支援例②】

MINTO機構による支援事例４

〇歴史的・学術的価値が高い建築物（国の重要文化
財）である「旧奈良監獄」の保存・維持管理を行いな
がら、上質な宿泊施設や飲食施設、史料館、イベン
ト広場として活用を予定している（法務省等と連携し
た取組みとして、MINTO機構は出資）。

○地域の課題である日帰り観光からの脱却等に対し、
新たな観光拠点としての活用、文化遺産と観光施設
の一体活用により交流人口の拡大が期待。

ひみ番屋街・総湯支援
ひみまちづくりファンド
〇「道の駅」として、地元の富山湾の食材を使った飲
食・物販（番屋街）や、温泉施設（総湯）の整備を出
資により支援。

○氷見駅から「番屋街」・「総湯」までの間にある商店
街の魅力を向上させることにより観光客の回遊性を
高めるため、地元金融機関とまちづくりファンドを設
立し支援。

ひみ番屋街

まち再生出資

マネジメントファンド（社債引受）
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旧奈良監獄 まち再生出資

奈良県奈良市・旧奈良監獄保存活用㈱
（R4.3）

所在地・支援先
（支援時期）

富山県氷見市
・ひみまちづくり㈱（H24.9）
氷見伏木信用金庫（R元.8）

所在地・支援先
共同組成金融機
関（支援時期）

©旧奈良監獄保存活用株式会社

©旧奈良監獄保存活用株式会社©旧奈良監獄保存活用株式会社

外観俯瞰図

飲食・宿泊施設



MINTO機構による支援事例５
【身近なまちづくり事業への支援】
○地元金融機関と連携して「まちづくりファンド」を組成するほか、都市再生推進法人による民間まちづくり
事業への支援等を通じ、空き家・空き店舗のリノベーションその他の身近なまちづくり事業を連鎖的に進
めることや、「居心地が良く歩きたくなるまちづくり」を実現し、地域の課題解決に貢献。

大洲まちづくりファンド

愛媛県大洲市
・㈱伊予銀行（R2.2）

ファンド対象エリア・共同組成
金融機関（組成時期）

○城下町に点在する歴史的な邸宅をリノベーションし、
NIPPONIAブランドの分散型古民家ホテルを整備。

○市と地元の金融機関から、出向者を受け入れたまち
づくり団体の（一社）キタ・マネジメントが、関係者をコ
ーディネートしながら事業を進めたことにより、エリア
が活性化。

○地元金融機関とまちづくりファンドを設立し支援。

古民家分散型ホテル

マネジメントファンド（社債引受）
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○民間主体のまちづくりを推進するための指針である
前橋市アーバンデザイン実現に向け、「Qのひろば」
として市民から愛されたイベントスペース（遊休地）を
活用し、商業・住居併用の総合施設の新築を支援。
市民の憩いの場としての活用を促進。

○市に芽吹きつつある民間資金による民間団体の活
動を積極的に支援するため、寄付を財源としたファン
ドを創設し、都市利便増進協定に基づく事業を支援。

馬場川通り

しののめ信用金庫（R3.3）
前橋市（R4.10）

共同組成金融機関（組成時期）
組成主体（組成時期）

前橋まちなかまちづくりファンド
前橋市アーバンデザインファンド 共助推進型ファンド

マネジメントファンド(社債引受)

まえばしガレリア



MINTO機構による支援事例６
【身近なまちづくり事業への支援②】

豊田市エリアマネジメントサロン
整備事業
○まちなかの賑わい創出等中心市街地の活性化に
取り組む都市再生推進法人に対し、低利貸付によ
る金融支援を実施。

○豊田駅周辺の広場・空間整備と連携しながら、中
心市街地におけるまちなか交流拠点の整備による
居心地が良く歩きたくなるまちづくりの推進を目指
す。
再開発ビル１階の一区画を改修し、コワーキング
スペース、交流スペース、地元企業向けのレンタル
オフィスを整備し、多くの市民が利用。

愛知県豊田市
・都市再生推進法人（一社）TCMM
（R3.12）

所在地
支援先（支援時期）

まちなか公共
（融資）
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オープンスペース
まえばしガレリア

改修後外観

馬場川通り

愛知県瀬戸市中心市街地
・瀬戸市（R2.3）

ファンド対象エリア
・組成主体（組成時期）

瀬戸・ものづくりと暮らしの
ミユージアム（瀬戸民藝館）

〇文化的・歴史的景観を守りつつ、まちなみを保全す
る事業や、空き家・空き店舗を改修し、「せともの」
の作り手の活用拠点となる施設整備に対して、ファ
ンドへの資金拠出を通じて支援。

○瀬戸民藝館では、合資会社瀬戸本業窯が、約250
年続く窯元の瀬戸本業窯の資料館を瀬戸のやきも
の文化の保存・伝承・活用・発信・体験を目的とする
複合施設に再生した。

活きた歴史的建造物のモデルケースとして建物を
保存活用するとともに、地域の歴史と文化を発信し
て地域の魅力向上につながるよう活用。

瀬戸市CF活用支援型基金 クラウドファンディング
活用型ファンド



○ 令和６年４月、MINTO機構は、都道府県との間では初となる長野県と相互に連携してまちづくりを支援する包
括的な協定を締結。
○ MINTO機構のノウハウを活用しながら長野県内の市町村等が行うまちづくりの構想段階からの支援や民間事
業者が市町村等と連携して行うまちづくり事業の事業化支援に取り組んでいる。

MINTO機構と長野県の「まちづくり支援に係る包括連携に関する協定」
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〇長野県が行う市町村等のまちづくりの構想段階からの支援
（UDC信州と連携し、市町村等からの金融面の相談への対応等）
〇長野県が行う市町村等と連携して行われる民間まちづくり事業の事業化支援
（UDC信州のプラットフォームを活用し、民間事業者へのアドバイスや地域金融機関への情報提供等）

ｚ長野県（UDC信州など） MINTO機構

県内市町村等 民間事業者 地域金融機関
連携

MINTO機構の
支援制度等
アドバイス

まちづくり支援
（金融面の相談）

包括連携協定

民間まちづくり事業に
係る情報提供

まちづくり支援

UDC信州プラットフォーム

民間まちづくり事業に
係る情報提供

連携

包括連携協定（イメージ）

・包括協定後、MINTO機構は8月に上田信用金庫と「小諸まちづくりファンド」、
9月に松本信用金庫と「松本しんきんまちづくりファンド」を相次ぎ組成。
・特に松本しんきんまちづくりファンドは広域型で、松本の中心市街地と浅間温泉・美ヶ原温泉、
塩尻の中心市街地と桔梗ケ原ワインバレー、大町・白馬・小谷の３市村の３エリアが対象。
・松本しんきんまちづくりファンドは、ズクトチエ（白馬村）が行った青木湖畔のサウナ施設整備
など３案件の投資を行っている。

締結後の
主な動き

Hakuba Zekkei Sauna ao

長野県との協定締結式（4月26日）
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以下、参考資料
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【参考】民都機構の支援実績(1/2)

主な支援事例（支援メニュー、場所、年度）件数都道府県

北海道ボールパーク
（まち出資、北広島市、R1）

78北海道

むつ松木屋商業施設ウォーカブル改修事業
（まちなか公共、むつ市、R3）

21青森

大船渡温泉
（まち出資、大船渡市、H26）

12岩手

仙台うみの社水族館
（まち出資、仙台市、H25）

34宮城

秋田まちづくりファンド
（マネジメントファンド、秋田市、R2）

12秋田

東京第一ホテル鶴岡改修
（まち出資、鶴岡市、H29）

38山形

いわき駅前（ラトブ）
（まち出資、いわき市、H19）

20福島

つくばセンタービル（co-en）
（老朽型ファンド、つくば市、R3）

27茨城

足利市まちづくり民間活力応援ファンド
（クラファンファンド、足利市、R３）

19栃木

前橋市アーバンデザインファンド
（クラファンファンド（共助）、前橋市、R4）

22群馬

埼玉新都コクーン２
（共同型、さいたま市、H26）

47埼玉

四街道地域づくり基金
（住民参加ファンド、四街道市、H24）

52千葉

主な支援事例（支援メニュー、場所、年度）件数都道府県

虎ノ門ヒルズ
（メザニン、港区、H23）

160東京

みなとみらい２１中央地区５３街区開発
（メザニン、横浜市、R2）

109神奈川

上越市高田有料老人ホーム
（住民参加型、上越市、H19）

31新潟

射水市まちづくりファンド
（マネジメントファンド、射水市、R6）

23富山

近江町いちば館
（まち出資、金沢市、H20）

37石川

福井市ふるさとづくり基金
（住民参加型ファンド、福井市、H26）

10福井

ふじよしだ観光振興サービス
（住民参加型ファンド、富士吉田市、H26）

14山梨

丘の上結いスクエア
（まち出資、飯田市、R3）

31長野

たかしんまちづくりファンド飛騨のMIRAI
（マネジメントファンド、高山市、H30）

25岐阜

ぬまづまちづくりファンド
（マネジメントファンド、沼津市、H29）

40静岡

豊田市エリアマネジメントサロン
（まちなか公共、豊田市、R3）

65愛知

志摩市まちづくりクラウドファンディング活用支援基金

（クラファンファンド、志摩市、H28）
21三重

R６.１２.３１時点
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【参考】民都機構の支援実績（2/2）

主な支援事例（支援メニュー、場所、年度）件数都道府県

長浜黒壁（コンバージョン）
（参加業務、長浜市、H17）

15滋賀

京都四條南座耐震改修
（共同型、京都市、H29）

30京都

本町サンケイビル
（共同型、大阪市、R2）

81大阪

城崎まちづくりファンド
（マネジメントファンド、豊岡市、H29）

97兵庫

GOSE SENTO HOTEL
（老朽ファンド、御所市、R３）

12奈良

きのくにまちづくりファンド
（マネジメントファンド、和歌山市、R1）

11和歌山

智頭まちづくり基金
（住民参加型ファンド、智頭町、H28）

3鳥取

しまぎんまちづくりファンド
（マネジメント型ファンド、松江市、R6）

5島根

新津山国際ホテル
（まち再生、津山市、H30）

15岡山

ヒルトン広島
（まち再生、広島市、R1）

35広島

長門湯本まちづくりファンド
（マネジメントファンド、長門市、H30)

9山口

徳島シティホテル
（融通業務、徳島市、H3）

4徳島

主な支援事例（支援メニュー、場所、年度）件数都道府県

香川県文化芸術振興
（住民参加型、香川県、H21）

14香川

大洲まちづくりファンド
（マネジメント型ファンド、松山市、R1）

13愛媛

高知市まちづくりファンド
（住民参加型ファンド、高知市、H17）

7高知

天神ビジネスセンター
（メザニン、福岡市、H30）

79福岡

九州国際重粒子がん治療センター
（まち再生、鳥栖市、H24）

9佐賀

長崎茂里町開発
（参加業務、長崎市、H18）

12長崎

熊本城桜馬場
（まち再生、熊本市、H22）

16熊本

佐伯市市街地民間活力応援基金
（クラファンファンド、佐伯市、R２）

12大分

宮崎駅西口拠点整備整備事業
（まち出資、宮崎市、H21）

20宮崎

ユクサおおすみ海の学校
（まち再生、鹿屋市、H29）

12鹿児島

本部町ちゅらまちづくり基金
（住民参加型、本部町、H22）

17沖縄

1,478合計

R６.１２.３１時点
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ご清聴ありがとうございました。
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